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中山間地域等に対する主な支援策対比表（R６）

農山漁村振興交付金
中山間地域所得確保対策
交付金（R５補正）

事業 山村活性化対策
最適土地利用総合対策中山間地農業推進対策

中山間地域所得確保推進対策

最適土地利用総合事業農村RMO形成推進事業中山間地農業ルネッサンス
推進事業

山村活性化対策事業中山間地域所得確保推進事業 最適土地利用推進事業、〃整備事業農村RMOモデル形成支援元気な地域創出モデル支援

対象地域の地域資源を活用
した商品開発や販売促進を
実施し、所得・雇用の増大を
図る取組を支援

対象地域の農用地保全のために必要な
取組を支援

対象地域の農用地保全とあわせ、
地域資源活用や生活支援を行う
取組を支援

対象地域の特色を活かした営
農と所得確保等の取組を支援

対象地域の農家所得を確保す
るための計画の策定・実践等に
必要な取組を支援

ポイント

振興山村地域左記地域 ＋ 知事特認地域
特定農山村地域、振興山村地域、過疎地域、半島振興地域、特別豪雪地帯、指定棚田地域、急傾
斜地帯ほか、農林統計の中山間農業地域

対象地域

市町村、地域協議会
県、市町村、JA、土地改良区、地域協議
会等

複数集落を含む地域協議会県、市町村、地域協議会
県、市町村、地域協議会、農業
団体等

実施主体

直接（応募）間接（県経由）申請種別

上限３年間上限５年間上限３年間上限３年間１年間
※最大３年間で成果目標を達成

実施期間

ソフトソフト（セミハードも可）、ハードソフト（セミハードも可）ソフト（セミハードも可）ソフト対象経費

新商品の開発、既存商品の
改良、販売促進（パッケージ
デザイン、ECサイト立ち上げ）、
販路拡大（商談会出店） 地
域資源調査、組織・体制づくり、
ワークショップ等

・土地利用構想図策定経費等、農用地
保全の実証、・粗放的利用支援、・農用
地保全等推進員の人件費、・基盤整備・
施設整備

将来ビジョン作成のためのワーク
ショップ、農用地保全、地域資源
活用、生活支援に係る調査、計画
作成、実証、デジタル技術の活用
等

高収益作物の導入、品質向上、
加工等による付加価値向上、
ブランド化や販路開拓、棚田の
保全活動等に係る調査、計画
作成、実証、デジタル技術の活
用 等

中山間所得確保計画の策定・
実践するためのマーケット調査、
消費者動向調査、生産・加工・
流通・販売の現況調査及び分
析、生産・販売戦略の策定、
等

想定取組

1,000万円/年
（定額）

【ソフト事業】（定額）
◇話合い、土地利用構想作成、実証等

1,000万円/年
◇粗放的利用支援
・放牧、景観作物等10,000円/10a
・鳥獣緩衝帯、植林等5,000円/10a
◇農用地保全等推進員の措置

250万円/年（要活性化計画）
【ハード事業】 （5.5/10）
◇農用地保全の条件整備2,000万円/年

1,000万円（年基準額）
×事業年数
（定額）

例： 1年目 500万円
2年目1,000万円
3年目1,500万円

500万円/地区
（定額）

上限交付額
（交付率）

未定稿



中⼭間地農業ルネッサンス事業＜⼀部公共＞
【令和６年度予算額 41,114 （40,713）百万円】

＜対策のポイント＞
本事業の取組に係る国の指針に則して、複数の市町村単位等で中⼭間地農業の振興を図る地域別農業振興計画を都道府県が策定し、この計画に基づく

地域特性をいかした活動の推進や各種⽀援事業の優遇措置等により、中⼭間地農業を元気にします。

＜事業⽬標＞
中⼭間地域の特⾊をいかした営農と所得の確保に取り組み、事業⽬標を達成した地区の創出（350地区［令和７年度まで］）

＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞＜ 事 業 の 内 容 ＞
１．農⼭漁村振興交付⾦のうち中⼭間地農業推進対策

中⼭間地域等において、地域別農業振興計画に基づき、収益⼒向上や販売⼒
強化等に関する取組、複数の集落の機能を補完する農村RMOの形成、デジタル技
術の導⼊・定着に対する⽀援を実施します。

２．多様で豊かな農業と美しく活⼒ある農⼭村の実現に向けた⽀援
中⼭間地域等の特⾊をいかした農業や、観光、福祉、教育等と連携した都市農

村交流や農村への移住・定住に向けた取組を推進します。

３．地域コミュニティによる農地等の地域資源の維持・継承
地域の共同活動を⽀援する多⾯的機能⽀払交付⾦等による取組を推進し、兼

業農家も含めた⼩規模な農業者も地域の重要な⼀員として⽀援します。

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］農村振興局地域振興課（03-3501-8359）

農村型地域運営組織（農村RMO︓Region Management Organization）
複数の集落の機能を補完して、農⽤地保全活動や農業を核とした経済活動と併せて、
⽣活⽀援等地域コミュニティの維持に資する取組を⾏う組織

国
都道府県

都道府県・団体

市町村・地域協議会

定額

定額定額

（１の事業）

※ ２、３の事業の流れは事業ごとに異なります。

（１の事業）

地域を下⽀え

[連携事業] 農⼭漁村振興交付⾦ （⼭村活性化対策）

・ 強い農業づくり総合⽀援交付⾦のうち産地基幹施設等⽀援タイプ
・ 機構集積協⼒⾦交付事業のうち地域集積協⼒⾦交付事業
・ 農業農村整備関係事業
・ 集落営農活性化プロジェクト促進事業
・ 持続的⽣産強化対策事業のうち茶・薬⽤作物等⽀援対策
・ みどりの⾷料システム戦略推進交付⾦のうちバイオマス地産地消対策
・ 農⼭漁村振興交付⾦（農⼭漁村発イノベーション対策等）

多様で豊かな農業と美しく活⼒ある農⼭村の実現に向けた⽀援

[⽀援事業]
優先枠

優遇措置

・ 多⾯的機能⽀払交付⾦
・ 環境保全型農業直接⽀払交付⾦
・ ⿃獣被害防⽌総合対策交付⾦のうち整備事業
・ 森林・⼭村多⾯的機能発揮対策交付⾦

地域コミュニティによる農地等の地域資源の維持・継承

[⽀援事業]
優先枠

優遇措置

[連携事業] 中⼭間地域等直接⽀払交付⾦

中⼭間地農業推進対策
○ 中⼭間地農業ルネッサンス推進事業︓計画策定・体制整備等を⽀援

元気な地域創出モデル⽀援︓具体的な取組を後押しし、優良事例を創出
地域レジリエンス強化⽀援︓都市部と農村部の連携強化・持続化を⽀援
中⼭間地複合経営実践⽀援︓地域の特性を活かした複合経営の実践を⽀援

○ 農村型地域運営組織（農村RMO）形成推進事業︓農村RMO形成、伴⾛⽀援体制構築等を⽀援

2



○中山間地農業ルネッサンス推進事業
中山間地域等で収益力向上や販売力強化等の取組、デジタル技術の導入・定着を
推進する取組を支援

○農村型地域運営組織（農村RMO）形成推進事業
農村RMOの形成に向けて、実証事業やデジタル技術の導入・定着を推進する取組、

協議会の伴走者となる中間支援組織の育成等を支援

中山間地農業推進対策による支援

中⼭間地農業ルネッサンス事業における優遇措置等

○強い農業づくり総合支援交付金のうち産地基幹施設等支援タイプ
施設ごとの交付対象上限事業費を1.3倍に拡大

○農山漁村振興交付金
農山漁村発イノベーション対策のうち産業支援型において、加工・販売施設等の整
備に対して交付率を嵩上げ（3/10→1/2）等

上限事業費・交付率の拡大

○機構集積協力金交付事業のうち地域集積協力金交付事業

農地バンクの最低活用率要件を平地の場合40％のところを中山間地の場合
は15％に緩和等

○多面的機能支払交付金
広域活動組織の設立要件を変更（｢農用地面積が200ha以上｣→｢農用地面積

が50ha以上｣又は｢３集落以上での組織の構成｣）

○環境保全型農業直接支払交付金
交付金を受けるための事業要件である｢推進活動（環境保全型農業の技術

向上や理解促進に係る活動等）」を免除

事業要件の緩和等

採択に当たっての配慮

○農山漁村振興交付金
中山間地域等で農山漁村発イノベーション対策、最適土地利用総合対策及び情報通

信環境整備対策の取組を行う場合に審査時のポイント加算等

○鳥獣被害防止総合対策交付金（うち整備事業）
被害防止施設等の整備を行う場合に審査時のポイント加算

○森林・山村多面的機能発揮対策交付金
農地等の維持保全にも資する取組を行う場合に優先的に採択

○みどりの食料システム戦略推進交付金のうちバイオマス地産地消対策
中山間地域等で取組を行う場合に審査時のポイント加算

○持続的生産強化対策事業のうち茶・薬用作物等支援対策
中山間地域等で取組を行う場合に優先的に採択

〇集落営農活性化プロジェクト促進事業
中山間地域等で取組を行う場合に優先的に採択

○強い農業づくり総合支援交付金のうち産地基幹施設等支援タイプ

都道府県知事が特に必要と認める場合に、面積要件を適用せずに実施

○農業農村整備関係事業
（１）農業競争力強化基盤整備事業

・ 農地整備事業（中山間地域型）について、中山間地域等に対する受益面
積要件を緩和（20ha以上→10ha以上）

・ 農地中間管理機構関連農地整備事業について、中山間地域等に対する受
益面積要件を緩和（10ha以上→５ha以上）

・ 水利施設等保全高度化事業について、中山間地域等における受益面積要
件を緩和（20ha以上→10ha以上）

（２）農山漁村地域整備交付金、農村整備事業
農道の保全対策について、過疎地域等の条件不利地域においては受益

面積要件30ha以上（その他地域においては50ha以上）で実施

受益面積要件の緩和
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農⼭漁村振興交付⾦のうち
中⼭間地農業推進対策

＜対策のポイント＞
中⼭間地域等において、地域別農業振興計画に基づき、収益⼒向上や販売⼒強化等に関する取組、複数の集落の機能を補完する農村RMOの形成、デ
ジタル技術の導⼊・定着を推進する取組を⽀援します。

＜事業⽬標＞
中⼭間地域等の特⾊をいかした営農と所得の確保に取り組み、事業⽬標を達成した地区の創出（350地区［令和７年度まで］）

＜事業イメージ＞＜事業の内容＞
１．中⼭間地農業ルネッサンス推進事業
① 中⼭間地農業ルネッサンス推進⽀援
中⼭間地域等の特⾊をいかした創意⼯夫あふれる取組等を⽀援します。

② 元気な地域創出モデル⽀援
収益⼒向上や販売⼒強化等に関する取組、デジタル技術の導⼊・定着を⽀援しま
す。
【事業期間︓上限３年間、交付率︓定額 (上限3,000万円 (1,000万円
(年基準額) ×事業年数))】

③ 地域レジリエンス強化⽀援
地域レジリエンス強化連携協定に基づく避難対応実現の取組等を⽀援します。

④ 中⼭間地複合経営実践⽀援
地域特性に応じた複合経営を実践する取組を⽀援します。

２．農村型地域運営組織（農村RMO）形成推進事業
① 農村RMOモデル形成⽀援
むらづくり協議会が⾏う調査、計画作成、実証事業等を⽀援します。
【事業期間︓上限３年間、交付率︓定額 (上限3,000万円 (1,000万円
(年基準額) ×事業年数))】

② 農村RMO形成伴⾛⽀援
協議会の伴⾛者となる中間⽀援組織の育成等の取組を⽀援します。

※対象地域︓8法指定地域等

１．② 元気な地域創出モデル⽀援

［お問い合わせ先］農村振興局地域振興課（03-3501-8359）
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２．農村型地域運営組織（農村RMO）形成推進事業

⽣活⽀援農⽤地保全

① 農村RMOモデル形成⽀援
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② 農村RMO形成伴⾛⽀援

全国規模の研修会、中間⽀援組織による⼈材育成研修

＜事業の流れ＞
定額

国
市町村、地域協議会

定額

定額
都道府県 （１①~③、２①の事業）

都道府県、⺠間団体 （１④は⺠間団体、２②の事業）

地域資源活⽤

【令和６年度予算額 8,389（9,070）百万円の内数】

《栽培技術のｅラーニング》

デジタル技術の導⼊・定着

《テレビ画⾯で買い物⽀援》

⾼収益作物導⼊
ア 収益⼒向上 イ 販売⼒強化

オ ⽣活⽀援エ 複合経営

ウ 農⽤地保全

買物⽀援・⾒守り

棚⽥の保全⾼糖度栽培技術の導⼊

ミニトマト栽培と加⼯品の開発
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農山漁村振興交付金のうち
中山間地農業推進対策（中山間地農業ルネッサンス推進事業）
元気な地域創出モデル支援

メニュー一覧事業要件等
事業内容：収益力向上、販売力強化、生活支援等に関する具体的な取

組、デジタル技術の導入・定着を後押しすることで、優良
事例創出を推進。

対象地域：過疎、特定農山村、振興山村、離島、半島、沖縄、奄美、
小笠原、特別豪雪地帯、指定棚田、旧急傾斜法の指定地域、
農林統計上の中山間地域

実施主体：都道府県、市町村又は地域協議会
交付率（上限）：定額（1,000万円(年基準額)×事業年数）
実施期間：最大３年間

交付対象経費
旅費(調査等旅費、委員等旅費)、諸謝金、委託費、事務費(通
信運搬費、報酬･給与等)、土地基盤・機械・施設等整備費
（実証ほ場の整備等の簡易なハード整備を含む）

事業の流れ

国

定額

定額

定額

定額

市町村※ 地域住民団体

農業協同組合 土地改良区

NPO その他

都道府県

市町村

地域協議会

都道府県

地域別農業振興計画の実現に向け、次のモデルメニューにより、調査、計画作成
又は実証に関する取組を支援。優良事例の創出を加速させ、事例の横展開を推進

※市町村を構成員に含まない場合は、
事業実施区域の在する市町村長の
承認を得ること

ウ 農用地保全に関する取組

オ 生活支援に関する取組

買い物支援＋【デジタル技術を活用した生活サービス】

自動制御

ア 収益力向上に関する取組

高収益作物の導入＋【栽培技術のｅラーニング】

エ 複合経営に関する取組

イ 販売力強化に関する取組

高品質作物生産＋【出荷予測システム構築】
定植、収穫予測

農用地保全＋【棚田の水管理を遠隔操作】

ミニトマト

加工品開発

自動収穫ロボット

農業・加工品開発＋【自動収穫ロボット】

棚田の保全

高収益作物導入

野菜、果樹、花き等の高収益作物
の導入、生産、販売や鳥獣被害対策
等による収益力向上

高品質作物の導入、品質向上、加
工、ブランド化等により農産品の付
加価値を高めて販売力を強化

棚田地域を含む農用地保全・振興
に関する多様な取組の実践

農業、畜産、林業も含めた多様な
組合せによる複合経営及び農業と他
の仕事を組み合わせた半農半Ｘの実
践

テレビ電話で買い物 直売所からの搬送

農村地域における生活支援
の取組

高糖度栽培技術の導入
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＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

１．農村RMOモデル形成⽀援
むらづくり協議会等による地域の話合いを通じた農⽤地保全、地域資源活⽤、⽣

活⽀援に係る将来ビジョン策定、ビジョンに基づく調査、計画作成、実証事業等の取
組、デジタル技術の導⼊・定着を推進する取組を⽀援します。
【事業期間︓上限３年間、交付率︓定額 (上限3,000万円 (1,000万円 (年
基準額) ×事業年数))】

２．農村RMO形成伴⾛⽀援
農村RMO形成を効率的に進めるため、中間⽀援組織の育成等を通じた都道府

県単位における伴⾛⽀援体制の構築や、各地域の取組に関する情報・知⾒の蓄
積・共有、研修等を⾏う全国プラットフォームの整備を⽀援します。

農⼭漁村振興交付⾦（中⼭間地農業推進対策）のうち
農村型地域運営組織（農村RMO）形成推進事業 〜地域で⽀え合うむらづくりの推進〜

＜対策のポイント＞
中⼭間地域等において、複数の集落の機能を補完する農村RMOの形成を推進するため、むらづくり協議会等が⾏う実証事業やデジタル技術の導⼊・定着

を推進する取組のほか、協議会の伴⾛者となる中間⽀援組織の育成等の取組を⽀援します。

＜事業⽬標＞
農⽤地保全に取り組む地域運営組織（100地区［令和８年度まで］）

［お問い合わせ先］農村振興局地域振興課（03-3501-8359）

農村型地域運営組織（農村RMO︓Region Management Organization）
複数の集落の機能を補完して、農⽤地保全活動や農業を核とした経済活動と併せて、
⽣活⽀援等地域コミュニティの維持に資する取組を⾏う組織

※対象地域︓8法指定地域等

＜事業の流れ＞

（１の事業）

（２の事業）

都道府県定額

定額

定額

都道府県、⺠間団体
国

地域協議会

農村型地域運営組織（農村RMO）形成推進事業
農村RMOモデル形成⽀援

農村型地域運営組織（農村RMO）のイメージ

農⽤地の保全、農業⽣産

⾃治会・町内会
婦⼈会・PTA
社会福祉協議会など

集落協定、集落営農
農業法⼈
など

○○むらづくり協議会

集落
協定

総
務
部

⽣
活
部

交
流
部

産
業
部

資
源
部

集落
協定

集落
協定集落 集落

営農
農業
法⼈

Ａ集落 Ｂ集落 Ｃ集落Ｄ集落Ｅ集落 Ｆ集落

●複数の集落による集落協定等と⾃治会など多様な地域
の関係者が連携して協議会を設⽴
●地域の話合いにより、農⽤地の保全、地域資源の活⽤、
農村の⽣活⽀援に係る将来ビジョンを策定

農村RMO形成伴⾛⽀援
⽣活⽀援農⽤地保全 【都道府県単位の⽀援】

中間⽀援組織による⼈材育成研修

【全国単位の⽀援】

農村RMO研究会による情報・知
⾒の蓄積・共有、研修等の⽀援デジタル技術の導⼊・定着を含めた調査・計画作成・実証等の実施

センサーを使った安否確認

テレビ画⾯で買い物⽀援スマート農業

ﾈｯﾄﾜｰｸ構築⇒販路拡⼤

ネットワーク構築･販路拡⼤

⾷材の地域内循環

⾃動制御

棚⽥の⾃動⽔管理

地域資源活⽤

【令和６年度予算額 8,389（9,070）百万円の内数】
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滋賀県
⑨甲賀市鮎河地区◆
㉝⽶原市⼩泉地区◆
㉞⽇野町⽇野北部（桜⾕）
地区◆
京都府
⑩与謝野町◆
⼤阪府
㉟⼤阪市、堺市、⾼⽯市、
泉⼤津市、忠岡町、岸和
⽥市、泉佐野市、泉南市、
阪南市、岬町（「⼤阪泉
州地域」）□
和歌⼭県
⑪紀美野町◆
⑫⽥辺市上秋津地区◆
兵庫県
㊱上郡町◆
奈良県
㊲宇陀市◇

岡⼭県
㊳真庭市◆
⿃取県
⑬⿃取市、三朝町、⽇南町
（「⿃取地域」）■
島根県
⑭奥出雲町◆
⑮出雲市◆
⑯⼤⽥市◆
⑰⾢南町◆
⑱浜⽥市◆
広島県
⑲北広島町◆
⑳呉市◆
⼭⼝県
㊴下関市（「⼭⼝県下関地
域」）□
徳島県
㉑美波町◆
㊵阿南市◆
⾼知県
㉒梼原町◆

⽯川県
⑤七尾市釶打地区◆
新潟県
⑥出雲崎町◆
㉛阿賀野市笹神地区〇

北陸（３地域）近畿（9地域）中国・四国（13地域）

福岡県
㊶⼋⼥市◆
㊷古賀市⼩野地区◆
⽥川市◆

佐賀県
㊸⿅島市◆
㊹太良町◆
⻑崎県
㊺壱岐市◆
㊻雲仙市◆
㊼南島原市◆
熊本県
㊽⼭⿅市菊⿅地区◆
㊾⾼森町野尻地区◆
㊿南阿蘇村◆
宮崎県
⻄都市東⽶良地区◆
宮崎県⽇南市酒⾕地区◆

九州（13地域）

「デジ活」中⼭間地域の登録状況
３３道府県５５地域（2024年１⽉22⽇時点）

●デジタル⽥園都市国家構想交付⾦︓１地域、〇過疎地域等集落ネットワーク圏形成⽀援事業︓１地域、◆農⼭漁村振興交付⾦事業︓4４地域、
■デジタル林業戦略拠点構築推進事業︓３地域、□デジタル⽔産業戦略拠点整備推進事業︓３地域、◇地域公共交通確保維持改善事業費補助⾦（⾃動運転実証調査事業）︓3地域

デジタル⽥園都市国家構想総合戦略におけるKPI︓2027年度までに150地域登録

千葉県
千葉県南房総市◆

⼭梨県
③甲州市◆
㉙富⼠吉⽥市◇
静岡県
④伊⾖市、富⼠市、静岡市
（「静岡地域」）■
⻑野県
㉚宮⽥村◆

北海道
①鷹栖町●
②芦別市、厚真町、下川町、
枝幸町

（「北海道地域」）■

岐⾩県
㉜中津川市◆
愛知県
⑦岡崎市◆
三重県
⑧多気町◆

北海道（２地域）

東海（3地域）

2

6

3

10

16
18

5

関東甲信・静岡（5地域）

11

1314
15

17
19

４

１

12 

20

22
８21

岩⼿県
㉓奥州市江刺伊⼿地区◆
◆花巻市東和町⾕内第⼀⾏
政区◆
宮城県
㉔気仙沼市（「宮城県気仙
沼地域」）□
秋⽥県
㉕藤⾥町◆
⼭形県
㉖⻄川町◆
福島県
㉗⽥村市◇
㉘伊達市霊⼭町⼤⽯地域◆

東北（7地域）

7

９

23
24

25

26

27
28

29

31

3032
33

34
35

36

37

38
39

40

42
43

44
46

47

45

48 49
50

51

51

41

52

53

54

55

52

53

54

55

11



＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞＜ 事 業 の 内 容 ＞
１．最適⼟地利⽤総合対策【①、③、④は令和５年度補正予算含む】

地域ぐるみの話合いにより、営農を続けて守るべき農地、粗放的利⽤を⾏う農地
等を区分し、実証的な取組を⾏いつつ、⼟地利⽤構想図を作成し、その実現に必
要な農⽤地保全のための活動経費、基盤整備や施設整備費等を⽀援します。
① 地域ぐるみの話合いによる⼟地利⽤構想の概定、農⽤地保全のための実証的
な取組
② ⼟地利⽤構想図に基づく粗放的利⽤のための簡易な整備、農⽤地保全のため
の基盤整備や施設の整備
③ 粗放的利⽤の取組や省⼒化機械の導⼊等、農⽤地保全のための活動
④ 農⼭漁村活性化法に基づき、農⽤地保全事業を⾏う場合には農⽤地保全等
推進員の措置
【事業期間︓上限５年間、交付率（上限）︓＜ソフト＞定額（1,000万円/
年、粗放的利⽤⽀援（※）１万円/10a⼜は５千円/10a、農⽤地保全等推進
員 250万円/年）、＜ハード＞5.5/10 等】

２．最適⼟地利⽤推進サポート事業【令和５年度補正予算】
ITを活⽤した申請⼿続の簡素化を図るとともに、事業主体の取組内容や農地保

全状況等の確認、地域の課題解決のサポート、優良事例の横展開等を⽀援します。
【事業期間︓上限１年間、交付率︓定額】

［お問い合わせ先］農村振興局地域振興課（03-6744-2665）

農⼭漁村振興交付⾦のうち
最適⼟地利⽤総合対策

＜対策のポイント＞
中⼭間地域等における農⽤地保全に必要な地域ぐるみの話合いによる最適な⼟地利⽤構想の策定、基盤整備等の条件整備、⿃獣被害防⽌対策、粗

放的な⼟地利⽤等を総合的に⽀援します。

＜事業⽬標＞
農⽤地保全に取り組み、事業⽬標を達成した地区数（100地区［令和８年度まで］）

Step ２

農
⽤
地
保
全
भ
ञ
ी
भ
多
様
ऩ
取
組
॑
総
合
的
प
⽀
援

中⼭間地域等の実情に即した⼟地利⽤構想を実現

【農⽤地保全に資する基盤整備】

地域ぐるみの話合いにより、営農を続けて守るべき農地、粗放的な利⽤を⾏う農地等
を区分し、実証的な取組を実施

【地域ぐるみでの話合い】 【⼟地利⽤構想の概定】

【粗放的利⽤のための条件整備】 【農業⽤ハウスの整備】【⼟地利⽤構想図の策定】

【⿃獣緩衝帯】 【蜜源作物の作付け】

【農⽤地保全の実証的な取組】

Step １

【計画的な植林】

⻑⼤法⾯の芝⽣化 放牧

【省⼒化機械の導⼊】

伐根・整地 ⽔路の補修・整備

⼟地利⽤構想図を策定し、農⽤地保全のための条件整備や各種取組を選択・実施

＜事業の流れ＞

国
⺠間団体

（⺠間企業、⼀般社団法⼈を含む）

都道府県 都道府県、市町村、地域協議会等
定額、5.5/10等

定額
（２の事業）

（１の事業）

※ 粗放的利⽤⽀援については、最⼤3年間

【令和６年度予算額 8,389（9,070）百万円の内数】
(令和５年度補正予算額 525百万円の内数)
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．山村活性化対策事業

山村振興法に基づき指定された振興山村において、農林水産物等の消費の
拡大や域外への販売促進、付加価値の向上等を通じた地域経済の活性化を
図るため、山村の特色ある地域資源の潜在力を再評価し、それらを地域ぐるみで
活用するためのソフト面の取組（組織・体制づくり、人材育成、付加価値向上
等）を支援します。

【事業期間：上限３年間、交付率：定額（上限1,000万円/地区）】

２．商談会開催等事業
① 商談会開催支援

バイヤー等との商談会や販売会の開催など、山村の地域資源を活用した商
品の販路開拓に向けた取組を支援します。

② 山村振興セミナー支援
地域資源を最大限活用した新ビジネスをより効果的に創出するため、商品づく
りに必要なマーケティングのノウハウに係る基礎講習、ビジネスモデル作成に関す
る実践力を養う企画コンペ形式のワークショップの実施を支援します。

【事業期間：１年間、交付率：定額】

＜対策のポイント＞
山村の活性化を図るため、山村の特色ある地域資源の活用等を通じた所得・雇用の増大を図る取組を支援します。

＜事業目標＞
  中山間地域の特色を活かした営農と所得の確保に取り組み、事業目標を達成した地区の創出（350地区［令和７年度まで］）

＜事業の流れ＞

農山漁村振興交付金のうち
山村活性化支援交付金

【令和６年度予算額 780（780）百万円】

［お問い合わせ先］農村振興局地域振興課（03-6744-2498）

地域資源の賦存状況・利用形態等の調査
資源量調査、文献調査、聞き取り調査
地域資源の管理・保全形態等調査 等

地域資源を活用するための
 合意形成、組織づくり、人材育成

住民意向調査、地域住民によるワークショップ開催
資源活用の推進体制・組織の整備、実施計画づくり  等

地場農林水産物を使った地域産品づくり
既存の直売所等と連携した販売促進、地域ブランドづくり
商品パッケージ等のデザイン検討、ECサイトの立ち上げ 等

2.①商談会開催支援

山村地域の参加者とバイヤー等との商談会・
販売会の開催・運営、販売力向上セミナー 等

農林水産業を核とした山村の所得・雇用の増大
に向けた取組の推進

現地調査

合意形成・計画づくり

地域産品の加工・商品化

地域資源の消費拡大や販売促進、
 付加価値向上等を図る取組

商談会の開催

１．山村活性化対策事業

2.

②
山
村
振
興
セ
ミ
ナ
ー
支
援

外部専門家
によるマーケ
ティングに関
する基礎講
習

ビジネスモデ
ル作成に関
する企画コン
ペ形式WS

地域資源を活用
したビジネス創出

の支援

定額

定額

市町村、地域協議会 （１の事業）

（２の事業）

国
民間団体等

（民間企業、一般社団法人を含む）
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中山間地域等対策のうち
中山間地域所得確保対策＜一部公共＞

【令和５年度補正予算額 15,903百万円（優先枠を設けて実施）】
＜対策のポイント＞
中山間地域において農家所得を確保するため、マーケットや消費者の動向把握、生産・加工・流通・販売の再編（スマートフードチェーンの構築）、国内外の

販路拡大に向けた販売戦略の検討等、地域の農業所得確保に向けた計画の策定と実践を支援します。

＜事業目標＞
中山間地域の所得向上に資するなど、新たに地域資源を活用した取組等を行う地区を250地区創出［令和６年度まで］

＜事業の内容＞ ＜事業 イ メ ー ジ＞

中山間地農業ルネッサンス事業の地域別農業振興計画を策定済みの地域において、
地域の農業所得確保に向けた取組を支援します。計画策定に際し、第三者の参画を
得て所得確保の確実性を高めます。

１．中山間地域所得確保推進事業 80百万円
① マーケット調査

国内市場、海外市場に関する調査を支援します。
② 消費者動向調査

農産物、農産物加工品に関する動向調査を支援します。
③ 生産・加工・流通・販売現況調査・分析

地域において、農業生産、農産物加工、それらの流通、販売に関する現況の調
査・分析、生産から販売までのネットワークの再構築やスマートフードチェーン構築検
討を支援します。
④ 生産・販売戦略の検討

これらの調査結果等を踏まえた国内販売や輸出戦略の検討を支援します。
⑤ 中山間地域所得確保計画の作成

販売額の増加（10%以上）、流通・加工コストの削減（10％以上）のいず
れかの目標を設定します。
⑥ 計画の実践・改定（販路拡大、スマートフードチェーンの構築等）

２．関連事業による優先枠の設定 15,823百万円

＜事業の流れ＞
事業実施計画に以下の関連事業を位置づけた地域は、優先的に採択・配分
○ 水田の畑地化、畑地・樹園地の高機能化等の推進
○ 産地生産基盤パワーアップ事業
○ 畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（畜産クラスター事業）
○ 鳥獣被害防止総合対策

関連事業による優先枠の設定 【15,823百万円】

中山間地域の所得確保に向けた計画作成に必要な取組を選択して実施
［対象地域］特定農山村地域、振興山村地域、過疎地域、半島振興地域、離島振興地域、

豪雪地帯対策特別措置法の特別豪雪地帯、急傾斜地帯、農林統計上の中山間地域 等

中山間地域所得確保推進事業 【80百万円】

計画策定に係る調査・調整や農産物の販売戦略の策定、マーケティング調査など販路拡大の取組等
［実施期間］１年間［交付率(上限)］定額（500万円／地区）
［実施主体］地方公共団体、農業者団体等

中山間地域所得確保計画の作成

販路拡大等、計画の実践

国 都道府県 農業者団体等
（地域協議会、JA等）

定額
市町村

定額定額

［お問い合わせ先］農村振興局地域振興課（03-3501-8359）

マーケット調査、消費者動向調査 生産・加工・流通・販売現状分析 生産・販売戦略の検討
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お問い合わせ先（担当・連絡先）

農山漁村振興交付金
中山間地域所得確保対策
交付金（R５補正）

事業 山村活性化対策
最適土地利用総合対策中山間地農業推進対策

中山間地域所得確保推進対策

最適土地利用総合事業農村RMO形成推進事業
中山間地農業ルネッサンス
推進事業

山村活性化対策事業中山間地域所得確保推進事業
最適土地利用推進事業、〃整備事業農村RMOモデル形成支援元気な地域創出モデル支援

東海農政局 農村振興部 農村計画課

担当 課長補佐（直接支払）

土地利用計画係

課長補佐（業務）

農地転用係

課長補佐（直接支払）

直接支払係

課長補佐（直接支払）

直接支払係

課長補佐（直接支払）

土地利用計画係

住所：〒460-8516 名古屋市中区三の丸1-2-2
電話：052-201-7271（代表）
電話：052-223-4629（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）

連絡先
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